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【通所介護、認知症対応型通所介護関係共通事項】 

 

問 63 通所介護において、確保すべき従業者の勤務延時間数は、実労働時間

しか算入できないのか。休憩時間はどのように取扱うのか。 

（答） 

  労働基準法第34条において最低限確保すべきとされている程度の休憩時

間については、確保すべき勤務延時間数に含めて差し支えない。ただし、

その場合においても、居宅基準第 93条第 3項を満たす必要があることから、

介護職員全員が同一時間帯に一斉に休憩を取ることがないようにすること。

また、介護職員が常時１名しか配置されていない事業所については、当該

職員が休憩を取る時間帯に、介護職員以外で利用者に対して直接ケアを行

う職員（居宅基準第 93 条第 1 項第 1 号の生活相談員又は同項第 2 号の看護

職員）が配置されていれば、居宅基準第 93 条第 3 項の規定を満たすものと

して取り扱って差し支えない。 

  このような取扱いは、通常の常勤換算方法とは異なりサービス提供時間

内において必要な労働力を確保しつつピークタイムに手厚く配置すること

を可能とするなど、交代で休憩を取得したとしても必ずしもサービスの質

の低下には繋がらないと考えられる通所介護（療養通所介護は除く）に限

って認められるものである。 

なお、管理者は従業者の雇用管理を一元的に行うものとされていること

から、休憩時間の取得等について労働関係法規を遵守すること。 

認知症対応型通所介護についても同様の考え方とする。 

 

問 64 7時間の通所介護に引き続いて5時間の通所介護を行った場合は､それ

ぞれの通所介護費を算定できるのか。 

（答） 

  日中と夕方に行われるそれぞれのプログラムが個々の利用者に応じて作

成され､当該プログラムに従って､単位ごとに効果的に実施されている場合

は､それぞれの単位について算定できる。この場合も、1 日につき算定する

こととされている加算項目は当該利用者についても当該日に 1 回限り算定

できる。 

単に日中の通所介護の延長として夕方に通所介護を行う場合は、通算時

間は 12 時間として、所要時間 7 時間以上 9 時間未満の通所介護費に 3 時間

分の延長サービスを加算して算定する。 

認知症対応型通所介護についても同様の考え方とする。 

 

※ 平成 15 年 Q&A(vol.2)（平成 15 年 6 月 30 日）問 5 は削除する。 
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【通所介護・認知症対応型通所介護共通事項】 
○ 人員配置 

問 11 人員配置の計算の基となる「提供時間数」については、通所サービス

計画上の所要時間に基づく配置となるのか、それとも実績に基づく配置と

なるのか。 

（答） 
  通所サービス計画上の所要時間に基づき配置する。 

 

問 12 通所介護事業所の生活相談員がサービス担当者会議に出席するための

時間については確保すべき勤務延時間数に含めることができるか。 

（答） 
  通所介護事業所の生活相談員がサービス担当者会議に出席するための時

間については、確保すべき勤務延時間数に含めて差し支えない。 
  認知症対応型通所介護についても同様の取扱いとなる。 

 
【通所介護】 
○ 個別機能訓練 

問 13 平成 24 年度介護報酬改定において新設された個別機能訓練加算Ⅱは

例えばどのような場合に算定するのか。 

（答） 
  新設された個別機能訓練加算Ⅱは、利用者の自立支援を促進するという

観点から、利用者個別の心身の状況を重視した機能訓練（生活機能の向上

を目的とした訓練）の実施を評価するものである。 
 例えば「１人で入浴する」という目標を設定する場合、利用者に対して

適切なアセスメントを行いＡＤＬ（ＩＡＤＬ）の状況を把握の上、最終目

標を立て、また、最終目標を達成するためのわかりやすい段階的な目標を

設定することが望ましい（例：１月目は浴室への移動及び脱衣、２月目は

温度調整及び浴室内への移動、３月目は洗身・洗髪）。訓練内容については、

浴室への安全な移動、着脱衣、湯はり（温度調節）、浴槽への安全な移動、

洗体・洗髪・すすぎ等が想定され、その方法としては利用者個々の状況に

応じて事業所内の浴室設備を用いるなど実践的な訓練を反復的に行うこと

となる。また、実践的な訓練と併せて、上記入浴動作を実施するために必

要な訓練（柔軟体操、立位・座位訓練、歩行訓練等）を、５人程度の小集

団で実施することは差し支えない。 

 
  


